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平成２６年度事業計画（案） 

 

１ 基本方針 

  本県農業は、東日本大震災および原発事故により甚大な被害がもた

らされた。福島県をはじめ関係機関・団体は、生産基盤の復旧・復興に

向けた取り組みに加え、農畜産物の安全・安心確保対策として除染をはじめ

放射性物質吸収抑制対策に取り組んできた。 

  特に米については、県の管理に基づく米の全量全袋検査に取り組み、

食品衛生法に定める放射性物質の基準値を超える農畜産物を市場に流

通させない取り組みを実施してきた。 

  こうしたことから、本県産農産物の販売については、依然として風

評等による価格や取引低迷の影響が残るものの、新たに作付再開する

区域の拡大等に伴い営農を再開する動きが広がってきている。 

引き続き、本推進会議は、地域農業再生協議会等や国、県、市町村、

ＪＡ等関係機関・団体との連携を密にし、２６年産米の生産数量目標

に係る地域間調整に積極的に取り組み、東日本大震災・原発事故によ

り被災した農家の所得確保と本県産米の需給調整の実効性確保を図る。 

  さらには、国の新たな米政策を踏まえ、経営所得安定対策における

制度見直しの周知徹底と加入推進、および水田フル活用ビジョンに基

づく産地交付金等の有効活用により戦略作物の生産振興や米の需給調

整の推進を図るとともに、担い手の育成・確保や耕作放棄地の解消に

向けた取り組みを通して、本県水田農業改革と地域農業の復興再生の

取り組みを積極的に進める。 

 

２ 重点推進事項 

(1) 経営所得安定対策等の周知徹底と加入促進 

(2) 地域農業再生協議会の活動支援 

 (3) ２６年産米生産数量目標の地域間調整の取組み推進 

 (4) 水田フル活用の促進及び担い手育成・耕作放棄地の解消対策 

 (5) 攻めの農業実践緊急対策の推進 
(6) 円滑な事務執行体制の確立 

 (7) その他、地域農業の振興及び復興再生等の取り組みに必要なこと  

 

 議案第 1 号 平成２６年度事業計画(案)について 
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３ 事業計画 

目  的 事 業 内 容 事 業 計 画 

本県の水田農業改

革の促進、経営所得

安定対策の加入推

進、戦略作物の生産

振興や米の需給調整

の推進等の水田フル

活用対策、地域農業

の振興、および農地

の利用集積、耕作放

棄地の再生利用、担

い手の育成・確保等

に資する。 

経営所得安定対策等の

周知徹底と加入促進 

・ 広報活動、リーフレット作成等による

制度変更の周知徹底 

・ 経営所得安定対策への加入促進 

 

地域農業再生協議会の

活動支援 

・ 地域農業再生協議会の、経営所得安定

対策への加入促進等に向けた取り組

み活動の支援 

・ 地域農業再生協議会の円滑な事務執行

の支援 

 

２６年産米生産数量目

標の地域間調整の取組み

推進 

・ 米の生産が困難な地域と生産余力のあ

る地域との間での、方針作成者間調整

の推進 

・ 県推進会議の仲介による譲渡者および

譲受者の公平性の確保 

 

水田フル活用促進及び

担い手育成・耕作放棄地の

解消対策 

 

・ 地域農業再生協議会が行う活動の指

導・支援 

・  水田フル活用ビジョンの策定と実践

 支援 

攻めの農業実践緊急対

策の推進 

 

・ 攻めの農業実践緊急対策補助金等の交

付 

・ 会議・研修会等の開催（対象：地域農

業再生協議会事務局等） 

・ 地域農業再生協議会に対する指導 

 

その他、地域農業の振興

及び復興再生等の取り組

みに必要なこと 

 

・ 福島県営農再開支援事業を活用した事

業の実施（放射性物質吸収抑制対策の

周知等） 

・ 大豆・麦等生産体制緊急整備事業の推

進 

・ 地域農業再生協議会が行う活動の指

導・支援 

2



議案第２号 平成２６年度歳入歳出予算(案)について 
 
 
 
 

平成２６年度歳入歳出予算書総括表 
平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで 

 
 
 
【福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会計】                   （単位：千円） 

区     分 26 年度予算額 25 年度予算額 予算差異 
会 計 区 分 科 目 Ⓐ Ⓑ Ⓐ －Ⓑ 

Ⅰ 水田農業改革支

援事業(経営所得

安定対策推進事業

費)補助金等会計 

歳 入 額 
歳 出 額 
差引残高 

８３６，５６２

８３６，５６２

０

１，６３４，４１０ 

１，６３４，４１０ 

０ 

▲７９７，８４８

▲７９７，８４８

０

Ⅱ 攻めの農業実践

緊急対策補助事業

基金会計 

歳 入 額 
歳 出 額 
差引残高 

０

０

０

１，２７３，６３６ 

１，２７３，６３６ 

０ 

▲１，２７３，６３６

▲１，２７３，６３６

０

会 計 合 計 
歳 入 額 
歳 出 額 
差引残高 

８３６，５６２

８３６，５６２

０

２，９０８，０４６ 

２，９０８，０４６ 

０ 

▲２，０７１，４８４

▲２，０７１，４８４

０
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Ⅰ 水田農業改革支援事業(経営所得安定対策推進事業費)補助金等会計歳入歳出予算 

 

 

 

１ 歳入の部                         （単位：千円） 

科         目 
26 年度 25 年度 予算差異 備   考 

大 科 目 中  科  目 

１ 補助金 １ 水田農業改革支援事業補助金 17,862 15,000 2,862 

２ 福島県営農再開支援事業補助金 15,000 15,710 ▲710 

２ 負担金 １ 負担金 
2,700 2,700  

県  1,350 

中央会 1,350 

３ 前年度

繰越金 

１一般管理費繰越金 
1,000 1,000  

４地域間 

 調整料金 

１ 受入調整料金 
800,000 1,600,000 ▲800,000 

歳 入 合 計(Ａ) 836,562 1,634,410 ▲797,848 

 

２ 歳出の部                          （単位：千円） 

科         目 
26 年度 25 年度 予算差異 備   考 

大 科 目 中  科  目 

１ 管理費 １ 一般管理費 21,362 18,500 2,862 

２ 営農再開支援活動費 15,000 15,710 ▲710 

２  専門部

会費 
１ 飼料用米部会活動費 100 100  

２ 稲ＷＣＳ部会活動費 100 100  

３  地域間

調整料金 

１ 支払調整料金 
800,000 1,600,000 ▲800,000 

歳 入 合 計(Ａ) 836,562 1,634,410 ▲797,848 

 
 

 

３ 差引残高(Ａ－Ｂ)                      0 千円 
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Ⅱ 攻めの農業実践緊急対策補助事業基金会計歳入歳出予算 

 

 

１ 歳入の部                          （単位：千円） 

科         目 
26 年度 25 年度 予算差異 備   考 

大 科 目 中  科  目 

１補助金 １攻めの農業実践緊急

対策補助事業補助金 

０ 1,273,636 ▲1,273,636  

歳 入 合 計(Ａ) ０ 1,273,636 ▲1,273,636  

 

２ 歳出の部                          （単位：千円） 

科         目 
26 年度 25 年度 予算差異 備   考 

大 科 目 中  科  目 

１基金繰入 １攻めの農業実践緊急

対策補助事業補助金

基金繰入 

０ 1,273,636 ▲1,273,636  

歳 出 合 計 ( Ｂ ) ０ 1,273,636 ▲1,273,636  

３ 差引残高(Ａ－Ｂ)                      0 千円 

 

(注 1) 

【攻めの農業実践緊急対策補助事業基金の増減見込み】 

年度始現在額 １,２７３,６３６ 千円 ・25 年度繰越金：1,273,636 千円 

年度中増加額 ０ 千円  

年度中減少額 

６００，０００ 千円

・助成金交付及び県推進会議自ら行う取組に要する経

費：596,000 千円、および県推進会議事務費：4,000

千円として執行見込み。ただし、平成２６年末まで

の活用見込み。 

年度末現在額 ６７３，６３６ 千円  

 

(参考) 

【大豆・麦等生産体制緊急整備事業の増減見込み】 

現在残高額 ２４５，３９５ 千円 ・平成 26 年 3 月 17 日現在：245,395,678 円 

年度中増加額 ０ 千円  

年度中減少額 

２４５，３９５ 千円 

・２５年度事業として執行見込み     69,518 千円

・期間延長措置により 4 月以降納品となる取組

15,877 千円 

・豪雪被害特例措置による取組      160,000 千円

年度末現在額 ０ 千円  

 

5



議案第３号 平成２６年度負担金の賦課及び徴収方法(案)について 

 

１ 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議（以下「推進会議」という。）が

実施する事務に要する経費から、水田農業改革支援事業補助金等及び前年度

繰越金を除いた経費の負担割合を、次のとおりとする。 

 (１)  福島県 ２７０分の１３５  

(２)  福島県農業協同組合中央会 ２７０分の１３５ 

  

 

２ １で定めた負担額を調整するため、負担金の納入時期（四半期ごと）及び

年度末に精算することを内容とした協定を、推進会議と会員間で締結するも

のとする。 
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事務経費に係る費用の負担に関する協定書（案） 

 

 福島県水田農業産地づくり対策等推進会議（以下「推進会議」という。）と福島県

（以下「県」という。）、福島県農業協同組合中央会（以下「中央会」という。）は、

推進会議が実施する事務に要する経費の負担に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （事務経費の負担） 

第１条 推進会議が実施する事務に要する経費のうち、水田農業改革支援事業補助金

の使途として制限を受ける経費並びに国庫補助金、及び前年度繰越金で不足を生じ

る経費については、県、中央会が予算の範囲内で負担する。 

２ 推進会議の会長（以下「会長」という。）は、５月末日までに当該年度の事務に

要する経費に関する明細書及び四半期毎に記載した資金計画を福島県知事、中央会

の会長（以下「経費負担者」という。）に提出しなければならない。 

３ 会長は、前項の資金計画に基づき、四半期毎に負担金を請求することができる。 

４ 第２項の事務に要する経費及び資金計画に変更の必要が生じた場合には、会長の

申し出により会長及び経費負担者が協議して定める。 

５ 会長は、翌年度４月末日までに第１項に定める経費の支出状況について経費負担

者に報告するとともに、福島県水田農業産地づくり対策等推進会議規約第３２条２

項に基づき負担金について精算しなければならない。 

 （負担の割合） 

第２条 前条第１項の規定により負担する経費の負担割合は、県が２７０分の１３５、

中央会が２７０分の１３５とする。 

 （その他） 

第３条 この協定の内容に疑義が生じた場合は、会長及び経費負担者が協議して定め

る。 

 

   附 則 

 この協定は、会長及び経費負担者が記名押印した日から効力を生じる。 

  平成  年  月  日 

 
 

福島県福島市飯坂町平野字三枚長１－１ 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議 

                代表者 会長 

 

福島県福島市杉妻町２－１６ 

福島県 

                代表者 福島県知事 

 

福島県福島市飯坂町平野字三枚長１－１ 

福島県農業協同組合中央会 

                代表者 会長 

議案第４号 事務経費に係る費用の負担に関する協定書(案)について 
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議案第５号  事務手続き等に係る付帯決議について 

 
 
 
 平成２６年度の福島県水田農業産地づくり対策等推進会議に関する次の事務

について、一切の権限を会長に委任する。 

 

１ 東北農政局長等の承認に係る申請に関すること。（申請等の字句等の修正に

関することを含む。） 

 

２ 会員の権利及び義務に抵触しない範囲の規約、諸規程等の語句等の修正に

関すること。 
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福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程の一部改正 新旧対照表 

改  正  後 現     行 
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

         

平成１６年 ４月 ８日制定  

平成１７年 ４月１８日一部改正

平成１９年 １月１０日一部改正

平成１９年 ３月２７日一部改正

平成１９年 ６月１８日一部改正

平成２０年 ６月２０日一部改正

平成２１年 ３月２７日一部改正

平成２１年 ６月１６日一部改正

平成２２年 ５月１２日一部改正

平成２３年 ５月２３日一部改正

平成２４年 ３月２１日一部改正

平成２５年 ３月１４日一部改正

平成２６年 ３月  日一部改正

 

第１・２条 （略） 

 

  （事務処理体制） 

第３条 推進会議の事務処理は、次の表の左欄に掲げる事務局が、同表の中

欄に掲げる事務を分担して行うものとし、同表の右欄に掲げる者を責任者

とする。 

福島県 経営所得安定対策等に係る事

務 

経営所得安定対策等の周知お

農林水産部水

田畑作課長 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

         

平成１６年 ４月 ８日制定   

平成１７年 ４月１８日一部改正 

平成１９年 １月１０日一部改正 

平成１９年 ３月２７日一部改正 

平成１９年 ６月１８日一部改正 

平成２０年 ６月２０日一部改正 

平成２１年 ３月２７日一部改正 

平成２１年 ６月１６日一部改正 

平成２２年 ５月１２日一部改正 

平成２３年 ５月２３日一部改正 

平成２４年 ３月２１日一部改正 

                   平成２５年 ３月１４日一部改正 

                

 

第１・２条 （略） 

 

  （事務処理体制） 

第３条 推進会議の事務処理は、次の表の左欄に掲げる事務局が、同表の中

欄に掲げる事務を分担して行うものとし、同表の右欄に掲げる者を責任者

とする。 

福島県 経営所得安定対策等に係る事

務 

経営所得安定対策等の周知お

農林水産部水

田畑作課長 

議案第６号 事務処理規程の一部改正について 
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改  正  後 現     行 

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業の実施に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

福島県農業協同組合中央

会 
水田農業改革支援事業（直接支

払推進事業費）補助金等に係る

事務 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業推進費補助金に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業

の実施に係る事務 

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

農業対策部長

全国農業協同組合連合会

福島県本部 
経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
米穀部長 

福島県米穀肥料協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
統括部長 

福島県米麦事業協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

福島第一食糧卸協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
専務理事 

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業の実施に係る事務 

             

         

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

福島県農業協同組合中央

会 
水田農業改革支援事業（直接支

払推進事業費）補助金等に係る

事務 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事

業推進費補助金に係る事務 

             

         

その他規約第４条第１項第２

号に係る事務 

農業対策部長 

全国農業協同組合連合会

福島県本部 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

米穀部長 

福島県米穀肥料協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

統括部長 

福島県米麦事業協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

専務理事 

福島第一食糧卸協同組合 経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

専務理事 
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改  正  後 現     行 

福島県担い手育成総合支

援協議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
会長（福島県

農業会議事務

局長） 

福島県耕作放棄地対策協

議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 
事務局長（福

島県農業会議

農地･経営部

長） 

２ （略） 

 

第４条 （略） 

 

   附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

      附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（平成２６年３月２５日議決） 

   この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

福島県担い手育成総合支

援協議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

会長（福島県

農業会議事務

局長） 

福島県耕作放棄地対策協

議会 

経営所得安定対策等の周知お

よび推進に係る事務 

事務局長（福

島県農業会議

農地･経営部

長） 

２ （略） 

 

第４条 （略） 

 

   附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

    附 則（略） 

      附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 

   附 則（略） 
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福島県水田農業産地づくり対策等推進会議事務処理規程 

 

平成１６年４月 ８日制定 

                                       平成１７年４月１８日一部改正 

             平成１９年１月１０日一部改正 

      平成１９年３月２７日一部改正 

    平成１９年６月１８日一部改正 

    平成２０年６月２０日一部改正 

    平成２１年３月２７日一部改正 

    平成２１年６月１６日一部改正 

    平成２２年５月１２日一部改正 

                平成２３年５月２３日一部改正 

平成２４年３月２１日一部改正 

平成２５年３月１４日一部改正 

平成２６年３月  日一部改正 

 

  （目的） 

第１条 この規程は、福島県水田農業産地づくり対策等推進会議（以下「推進会議」とい

う。）における事務の取扱について必要な事項を定め、事務処理を適正かつ能率的にする

ことを目的とする。 

  （事務処理の原則） 

第２条 推進会議における事務処理は、軽易なものを除き、全て文書をもって行わなけれ

ばならない。 

２ ファクシミリ、電子メールその他の方法で照会、回答、報告又は打合せ等を行ったと

きは、文書に準じて処理する。 

３ 推進会議の事務処理に当たっては、迅速、正確を期し、かつ、機密を重んじ関係者間

の連絡に遺漏のないように努め、責任の所在を明らかにしておかなければならない。 

  （事務処理体制） 

第３条 推進会議の事務処理は、次の表の左欄に掲げる事務局が、同表の中欄に掲げる事

務を分担して行うものとし、同表の右欄に掲げる者を責任者とする。 

福島県 経営所得安定対策等に係る事務 

経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事業の実施

に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業の実施に

係る事務 

農林水産部水田畑

作課長 
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その他規約第４条第１項第２号に係る

事務 

福島県農業協同組合中央

会 
水田農業改革支援事業（直接支払推進事

業費）補助金等に係る事務 

経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 

大豆・麦等生産体制緊急整備事業の実施

に係る事務 

攻めの農業実践緊急対策事業の実施に

係る事務 

その他規約第４条第１項第２号に係る

事務 

農業対策部長 

全国農業協同組合連合会

福島 

県本部 

経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
米穀部長 

福島県米穀肥料協同組合 経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
統括部長 

福島県米麦事業協同組合 経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
専務理事 

福島第一食糧卸協同組合 経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
専務理事 

福島県担い手育成総合支

援協議会 

経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
会長（福島県農業

会議事務局長） 

福島県耕作放棄地対策協

議会 

経営所得安定対策等の周知および推進

に係る事務 
事務局長（福島県

農業会議農地･経

営部長） 

２ 専門部会に関する事務処理は、会長が別に定める専門部会設置要領の規程にもとづき

実施するものとする。 

（雑則） 

第４条 実施しようとする事業の実施要綱その他の規程、推進会議規約及びこの規程に定

めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

   附 則（平成１６年４月８日議決） 

  この規程は、平成１６年４月８日から施行する。 
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   附 則（平成１７年４月１８日議決） 

  この規程は、平成１７年４月１８日から施行する。 

   附 則（平成１９年１月１０日議決） 

  この規程は、平成１９年１月１０日から施行する。 

   附 則（平成１９年３月２７日議決） 

  この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年６月１８日議決） 

  この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

      附 則（平成２０年６月２０日議決） 

 この規程は、平成２０年６月２０日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２７日議決） 

 この規程は、平成２１年３月２７日から施行する。 

附 則（平成２１年６月１６日議決） 

 この規程は、平成２１年６月１６日から施行する。 

附 則（平成２２年５月１２日議決） 

 １ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 ２ 平成２１年産の取組に係る水田農業構造改革対策、耕畜連携水田活用対策及び水田

等有効活用促進対策については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２３年５月２３日議決） 

  １ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 ２ 地域水田農業活性化緊急対策実施要綱に係る取組及び平成２２年度以前に行われた

水田農業構造改革対策実施要綱等に係る取組については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年３月２１日議決） 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年３月１４日議決） 

  １ この規程は、平成２５年３月１４日から施行する。ただし、附則第２項及び第３項

の規定は、平成２５年４月１日から施行する。 

 ２ 第３条中「農業者戸別所得補償制度等」を「経営所得安定対策等」に改める。 

 ３ 第３条中「水田農業改革支援事業（農業者戸別所得補償制度推進事業費）補助金」

を「水田農業改革支援事業（直接支払推進事業費）補助金」に改める。 

   附 則（平成２６年３月２５日議決） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 
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